
行田市忍川浸水対策連絡協議会
の設立について

【令和３年４月２７日】



忍川浸水対策連絡協議会設置要綱（案）等について

○令和元年東日本台風により、一級河川忍川の越水、溢水等により甚大な被
害を受けた地域の浸水対策を推進するため、市及び地域の住民が相互に連携
を図り、情報を共有することを目的とする。

○関係自治会の会長（１２自治会）
・第二旭、向友会、緑町、一佐間、二佐間、佐間神明、佐間三間、下忍区、堤根区、樋上区、南駒形、下忍団地

○行田市（部長級５名）
・建設部長（座長）、危機管理監、都市整備部長、環境経済部長、総合政策部長

○オブザーバー（２機関）
・埼玉県行田県土整備事務所、独立行政法人水資源機構利根導水総合事業所

組 織

目 的

○忍川整備に関する ・情報共有に関すること
・地域の意見集約に関すること
・その他忍川整備の促進に必要な事項に関すること

所掌事項



協議会の活動
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・使用した資料については、とりまとめた上で関係自治会において回覧に供し、情報の共
有化を図る。

・協議会における意見については、事業主体との間で共有する。

○令和３年度スケジュール（予定）

第２回～（複数回）
（状況に応じて開催）

※事業の進捗等を踏まえ、適宜調整



浸水対策事業の概要

※R3.3.30
国・県の
記者発表
資 料



行田市の取組みについて



これまでの５つの市の取組み

➊ 緑町排水機場・排水ポンプの増強

➋ 小山レミコン南側水路等への逆流防止堰の設置

➌ 酒巻導水路からの流入抑制策

➍ 忍川と忍沼川合流部への逆流防止堰の設置（長期）

➎ 荒川水系（埼玉ブロック）流域治水協議会への参画



緑町排水機場

①位置図

② ③

撮影方向①

撮影方向②

撮影方向③

➊緑町排水機場・排水ポンプの増強
(制御盤嵩上工事、排水ポンプ増強工事)



位置図

撮影方向

着工前 完 成

➋ 小山レミコンの南側水路等への逆流防止堰の設置



位置図

② 玉野用水分水堰

① 和田裏堰

① 和田裏堰

② 玉野用水分水堰

➌ 酒巻導水路からの流入抑制策



⇐参考 設置イメージ

位置図

➍ 忍川と忍沼川合流部への逆流防止堰の設置（長期）



➎ 荒川水系（埼玉ブロック）流域治水協議会への参画
気候変動による水害の激甚化、頻発化に備え、荒川水系（埼玉ブロック）の流域において、あらゆる
関係者が協働し、流域全体で水害を軽減する「流域治水」を推進するため、協議及び情報共有を行う。目 的

※R3.3.30
国の記者
発表資料



忍川浸水対策事業に伴う４つの市の取組み

① 校庭貯留（道路治水課）

② 田んぼダム（農政課）

③

土地利用の見直し（都市計画課）④

「マイ・タイムライン」の作成（危機管理課）



①校庭貯留

※小学校４か所（中央、南、西、泉）を予定

実施スケジュール（予定）

中央小学校現況（令和３、4年度実施予定）

小学校位置図 整備イメージ

貯留量（予定） 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

中央小学校 1,020㎥ 実施設計 工事

南小学校 1,150㎥ 実施設計 工事

西小学校 970㎥ 実施設計 工事

泉小学校 1,280㎥ 実施設計 工事



②田んぼダム
■取組みの概要
市では、令和２年７月、市内１７の「多面的機能活動組織」
に対し「田んぼダム」の取組みについて協力を依頼。

※１７組織の活動総面積は１０９３㏊

○取組みによる効果
・総面積1093haの田んぼに10㎝滞水と想定した場合
109万㎥の貯留量（25mプール1,816杯相当）となる流出抑制対策

○活用可能な制度等
・多面的機能支払交付金

○取組み内容の工夫点・課題・留意点
・昨年の台風12号、14号の際、田んぼダムの取組みについて多面的組織へ協力依頼
をしたものの、幸い降水量が少なかったことから、貯留までには至っていない。

排水管（エルボ管）
を操作し、田んぼに
雨水を貯留する



③「マイ・タイムライン」の作成

「マイ・タイムライン」とは

住民一人ひとりのタイムライン（時間軸）

防災行動計画

○台風の接近による大雨などで河川の水位が上昇する時、自分が
取るべき標準的な防災行動を時系列で整理する。

○市が作成した洪水ハザードマップを用いて、自分はどのような
リスクがあるかを把握し、その上で、どのような避難行動が必要
か、どのタイミングで必要かを整理する。

○家族で共有する。



・気象情報を元に、3日程度前から今できることを進めておく。（常備薬の準備、家周辺の片付けなど）
・正しい情報の発信元を再確認する。気象情報の変化に注目して経過時間に関わらず、避難行動をとる。
・令和３年度 新たに発行する防災ガイドブックに掲載予定。

○埼玉県防災マニュアルブック「風水害・土砂災害編」より抜粋



行田市洪水ハザードマップにおける「災害リスクの高いエリア」の開発を抑制する。
ただし、既存建物の建替えは可能。

＜災害リスクの高いエリアとは？＞
・家屋倒壊等氾濫想定区域 ・浸水想定深３ｍ(目安)の区域 などで
生命又は身体に著しい危害が生じるおそれがある地域

自然災害の頻発・激甚化を踏まえた開発許可制度の見直し（都市計画法等の改正）

④土地利用の見直し

法改正
の趣旨

頻発・激甚化する自然災害に対応するため、災害ハザードエリアにおける開発の抑制、移転の促進、立地
適正化計画の強化など、安全なまちづくりのための総合的な対策を講じる。 令和４年４月１日施行

○ 令和元年東日本台風は、緑町、向町、佐間二丁目の各地区に多くの浸水被害をもたらしました。
○ 浸水対策重点地域緊急事業では、今回の浸水被害を踏まえ、市街化調整区域の浸水リスクの高い

エリア（緑町地区）における開発許可の厳格化を位置づけております。

万が一の浸水被害が発生した場合、被害の軽減を図るため、
緑町地区全体（市街化調整区域）を視野に入れた土地利用の見直しを行うものです。

目 的

○一方で、国の動きは

改正ポイント



行田市の安全・安心のため全力で取り組んで参ります


